
事業名

政策体系上の
位置付け

事業の概要

基本目標Ⅰ
　安心・信頼してかかれる医療の確保と国民の健康づくりを推進すること
施策目標１
　地域において適切かつ効率的に医療を提供できる体制を整備すること
施策目標１－１
　日常生活圏の中で必要な医療が提供できる体制を整備すること

産科医療機関に対して、
　①産科医療機関に勤務する医療従事者の人件費
　②医師等の休日代替要員雇上経費
　③医療機器（分娩関係）等の購入費
　④遠隔地からの妊産婦、家族等の宿泊施設の賃上料
等の運営費等の補助を行うことで、経営の安定化を図る。

【評価結果の概要】

施策に関する
評価結果の概
要と達成すべき
目標等

（整理番号１）

平成１９年度事業評価書（事前）要旨

評価実施時期：平成１９年８月 担当部局名：医政局指導課

産科医療機関確保事業

（２）有効性の評価
事業の有効性
本事業の実施により、産科医療機関の経営の安定化が図られ、当該医療機関が存在す

る地域において分娩の取扱いを継続できる体制の確保が図られることが期待される。

（１）必要性の評価
その他行政関与の必要性の有無(主に官民の役割分担の観点から) 有 無

(理由)
分娩可能な医療機関の逓減は全国的な問題となっているため、特に不採算となってい

る地域の医療については、行政機関が主体的に、地域差を生じることのないよう財政支
出等の取組を行う必要がある。

その他国で行う必要性の有無(主に国と地方の役割分担の観点から) 有 無
(理由)
分娩可能な医療機関の確保は、地方（都道府県）においても重要な課題ではあるが、

医師の確保や医療機関の維持運営等が困難な状況が多く、これらを財政基盤の弱い市町
村等に負担させるには限度があることや、全国どの地域においても国民すべてが一定水
準の医療を享受できるような体制の必要性からすれば、財政支援を含め引き続き、国と
しても支援していく必要がある。

民営化や外部委託の可否 可 否
(理由)
民間の医療機関の取組に係る費用の一部を補助する事業であることから、事業の性質

上、民営化や外部委託は困難である。

他の類似事業(他省庁分を含む)がある場合の重複の有無 有 無
(有の場合の整理の考え方)
近隣に分娩可能な医療機関がなく、かつ集約化・重点化が困難な産科医療機関につい

ては、一部、へき地医療機関の運営費等の補助を受けられるものもあるため、補助が重
複しないよう交付要綱等に明記する。

（３）効率性の評価
産科医療機関の経営の安定化を図るための費用を補助することで、その地域における

分娩可能な医療機関を確保でき、最小限の費用から最大限の効果につなげることができ
る。



　（政策等への反映の方向性）
　　評価結果を踏まえ、平成２０年度予算概算要求において所要の予算を要求する。
　　（概算要求額：566百万円）

施政方針演説等

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果　等】

年月日 記載事項（抜粋）

関係する施政
方針演説等内
閣の重要政策
（主なもの）

アウトプット指標 本事業と指標の関連についての説明
１ 当該事業の補助件数 当該事業の実施状況を見る指標
（調査名・資料出所、備考）
・ 指標は医政局指導課調べ。


